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（別紙） 

控訴人らの主張の概要 

 

第1 控訴人らの憲法適合性に関する主張1 

1 控訴人らの主たる主張 

憲法２４条１項、同２項及び憲法１４条１項は、①法律上同性のカップルに対し、

その親密関係を婚姻として保護する制度、すなわち、婚姻制度の利用を保障し、か

つ、②そのような婚姻制度として現行の民法・戸籍法の諸規定（「本件諸規定」）に

基づく現行の法律婚制度の利用を保障しているのであるから、本件諸規定は、法律

上同性のカップルに対し、現行の法律婚制度の利用を認めていない点において、上

記各憲法の条項に違反する。 

 

2 控訴人らの従たる主張１ 

仮に、憲法２４条１項、同２項及び憲法１４条１項が法律上同性のカップルに対

し現行の法律婚制度の利用を保障しているとまでは言えないとしても、上記憲法

の各条項は法律上同性のカップルに対し婚姻制度の利用を保障しているのである

から、法律上同性のカップルに対し、現行の法律婚制度を含む婚姻制度の利用を認

めない本件諸規定、または婚姻制度の利用を保障する立法の不存在は上記各憲法

の条項に違反する。 

 

3 控訴人らの従たる主張２ 

万が一、憲法２４条１項、同２項及び憲法１４条１項が法律上同性のカップルに

対し婚姻制度の利用までは保障しているとは言えないとしても、上記憲法の各条

項は法律上同性のカップルに対し家族制度の利用を保障しているのであるから、

 
1 控訴理由書第１分冊第１の１[６～７頁]、控訴人ら控訴審第４準備書面第２の１［３～４

頁]など 
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法律上同性のカップルに対し、現行の法律婚制度を含む家族制度の利用を何ら認

めない本件諸規定、または家族制度の利用を保障する立法の不存在は上記各憲法

の条項に違反する。 

 

4 控訴人らの主たる主張及び従たる主張（１ないし２）相互の関係2 

憲法２４条１項、２項又は１４条１項は法律上同性のカップルとその子に対し

現行の法律婚制度の利用を保障しているのであるから、まずもって、主たる主張が

認められるべきである。 

しかし、仮に、婚姻制度の利用を保障しているが、それが必ずしも現行の法律婚

制度でない、例えば、特別法に基づく法律上は別の同等の婚姻制度でもよいと解さ

れる場合には、従たる主張１が認められるべきことになる。 

万が一、婚姻制度の利用までは保障していないが、家族制度の利用は保障してい

ると解される場合には、従たる主張２が認められるべきこととなる。 

いずれの場合であっても、控訴人らの憲法違反に関する主張が認められる場合

には、明確な違憲の判断を行うことが求められる。 

 

第2 本件諸規定の憲法適合性に関する判断を行うに際して前提とされるべき事実 

1 憲法制定後の社会状況等の変化とそれに伴う規範・規範意識の変化3 

憲法制定当時、シスジェンダーの異性愛以外の性の在り方は、異常であり、劣っ

たものである（いわゆる「異性愛規範」）と考えられていた。また、法律上同性の

カップルが婚姻し、家族関係を形成しうるとは考えられていなかった。 

しかし、憲法制定後の社会状況等の変化により、そのような誤った考えは根本的

に改められ、現在では、シスジェンダーの異性愛以外の性的指向や性自認が身体的

 
2 控訴人ら控訴審第４準備書面第２の１[４～５頁]など 
3 控訴理由書第１分冊第１の３、同４（１）～（３）［２５～３５頁]、同別紙１[３～４６

頁]など 
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法律的性別と一致しないことはいずれも人の自然な性のあり方の一つであること

や、法律上同性のカップルも「婚姻の本質」を満たす関係を築きうることが共通の

認識となっている。さらに、性的指向・性自認に基づく差別は許されないという規

範が確立され、婚姻制度・家族制度に関しても、法律上異性のカップルと法律上同

性のカップルを同等に取り扱うべきとの規範意識が形成され、広く共有されるに

至っている。 

かかる規範意識の変化は、例えば、諸外国において法律上同性のカップルを既存

の法律婚制度に包摂する法改正が進められていること、国際人権法上、法律上同性

のカップルにも家族形成の権利があり、婚姻制度へのアクセスを保障すべきだと

考えられるようになっていること、法律上同性のカップルを婚姻制度から排除す

ることが憲法に違反するとの司法判断が米国などで下されていることなどに顕れ

ている。 

また、日本国内に目を転じてみても、地方自治体における所謂登録パートナーシ

ップ制度の拡大、法律上同性のカップルを婚姻制度に包摂することに対する世論

の高い賛成率、国内で初めて性的指向及びジェンダーアイデンティティを理由と

する不当な差別はあってはならないものであることを謳ったいわゆるＬＧＢＴ理

解増進法4の成立、本訴訟関連訴訟において相次ぐ違憲判決などの事象が起きてい

る。これらのことから、上述した規範意識の形成・共有は明らかである。 

こうした国内及び諸外国における社会状況等の変化とそれに伴って形成され共

有された規範意識を踏まえれば、日本において法律上同性間の法律婚を可能とす

る法制度を導入することは、現時点において、憲法上の要請であるというべきであ

る。また、そのような法制度を導入することに何らの支障もなく、また民意も十分

に熟しており直ちにこれを導入する段階にあるということができる。 

 

 
4 「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する

法律」（令和五年法律第六十八号） 



   
【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook 等)へのアップロード・転載はお止めく

ださい】【リンクはご自由にお貼りください】 

「結婚の自由をすべての人に」東京第二次訴訟(東京高裁)控訴審第 3 回期日(20250520)で提出

した書面です。 

4 

2 婚姻制度の利用ができないことに伴う不利益5 

上記１で述べたような状況を背景に、地方自治体の所謂パートナーシップ制度

や民間事業者の自主的な取り組みのように、法律上同性のカップルを婚姻した法

律上異性のカップルと同様に取り扱い、家族として保護しようとする取り組みが

見られる。しかし、これらの取り組みでは、配偶者としての法的地位が付与される

訳ではなく、遺留分などの配偶者としての法的地位に紐づいた法的権利を取得す

ることはできない。また、配偶者控除などの税制上の措置を受けられないほか、地

方自治体や民間事業者の取り組みには当該自治体・企業内部にその効力が限定さ

れるといった問題がある。 

さらに、そもそもの問題として、法律上同性のカップルと法律上異性のカップル

との間に、「婚姻の本質」を満たす関係を形成しうる点、子を産み、育てるカップ

ルもいれば、それができない／それを行わないカップルもいる点、子を産み育てる

ことを選択した場合、親としての責任を果たしうる点においてなんら本質的な違

いがないにもかかわらず、法律上同性のカップルは、家族となるための基本的な制

度である婚姻制度の利用を認められないという差別が温存されている。 

したがって、地方自治体や民間事業者の取り組みによっても、法律上同性のカッ

プルが婚姻制度の利用ができないことに伴う不利益が相当程度解消又は軽減され

たということは到底できない。 

 

第3 憲法の各条項に関する控訴人らの主たる主張 

1 憲法２４条１項適合性に関する主張6 

(1) 憲法２４条１項は、２項とともに、男女差別的でとりわけ女性の婚姻の自由

を制限していた明治民法下における制約を排し、現行憲法の基本原理である

 
5 控訴人ら控訴審第３準備書面など 
6 控訴理由書第１分冊第２［８～５５頁]、控訴人ら控訴審第５準備書面第２［５～３７頁]

など 
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「個人の尊厳」及び「法の下の平等」を婚姻や家族制度においても徹底させる

ことを目的として制定された。 

つまり、憲法２４条１項が「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し」と定

めているのは、婚姻は法律上の男女の間でしか成立しないということを言うの

ではない。そうではなくて、 「個人の尊厳」や「法の下の平等」という人が人で

あることだけで有する普遍的な価値に基づき、「婚姻の本質」（最大判昭和６２

年９月２日民集４１巻６号１４２３頁）を満たす一人と一人の人的結合関係で

あれば当事者の合意のみで婚姻できること、すなわち、「婚姻をするかどうか、

いつ誰と婚姻をするかについては、当事者間の自由かつ平等な意思決定に委ね

られるべき」（最大判平成２７年１２月１６日民集６９巻８号２４２７頁再婚

禁止期間違憲判決）であるということを、すべての人に固有の権利として定め

ているのである。憲法２４条１項のそもそもの趣旨はここにこそある7。 

(2) この点、法律上同性のカップルに関しては、残念ながら、憲法制定当時、婚

姻をしうる主体としては考えられていなかった。しかし、憲法制定以降の科学

的知見や社会規範の変化等に伴い、現在では、そのような考えの背後にあった

いわゆる「異性愛規範」は根本的に否定され、異性愛やシスジェンダー以外の

性の在り方も人の性の在り方として自然なものであると考えられるようにな

った。さらに、性的指向や性自認に基づく差別は許されないという規範が法規

範として確立された。 

それに伴い、法律上同性のカップルも、法律上異性のカップルと同様、「婚姻

の本質」を満たしうる関係を築くことができると認識されるようになった。現

にそのような人的結合関係を築いている法律上同性のカップルはすでに多数

存在する。 

また、婚姻制度には次世代を育成し保護するという機能があるが、婚姻する

 
7 控訴理由書第１分冊第２の２（２）［１９～２５頁］など 
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すべての法律上異性のカップルがこの機能を果たすわけではない。他方、子を

育てることを選択した場合、法律上同性のカップルも法律上異性のカップルと

同様立派に親としての責任を果たすことはできる。実際、子育てをし、親とし

ての責任を果たしている法律上同性のカップルは多数存在する8。 

このように、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルとの間に、「婚

姻の本質」を満たす関係を形成しうる点、次世代の育成保護という機能も果た

しうる点で何ら法律上異性のカップルと本質的な違いは存在しない。 

(3) そうである以上、憲法２４条１項が定められたそもそもの趣旨に照らし、「個

人の尊厳」、「法の下の平等」という憲法の基本原理を踏まえて憲法２４条１項

を今日的に解釈するならば、「両性」、「夫婦」との文言は「両当事者」に読み替

えられ、同項は、法律上男女の関係にある者のみならず、性別を問わず、人と

人との間の自由な結びつきとしての婚姻を保障する規定と解するのが論理的

帰結である。このように解しても、憲法２４条１項の原意は何ら損なわれない

どころか、その趣旨をよりよく反映することできる。よって、憲法２４条１項

は法律上同性のカップルにも直接適用される9。 

仮に、憲法２４条１項がその文言上法律上同性のカップルに直接適用されな

い場合であっても、同項が定められたそもそもの趣旨、法律上同性のカップル

も「婚姻の本質」を満たす人的結合関係を築くことができ、次世代の育成保護

という機能も果たしうる点で何ら法律上異性のカップルと本質的な違いがな

いこと等に照らせば、同項を類推適用する基礎は十分にある。よって、同項は

法律上同性のカップルに類推適用される10。 

(4) そして、憲法２４条１項が法律上同性のカップルに対しても適用される以上、

同項の要請を受けて整備された現行の法律婚制度の利用を法律上同性のカッ

 
8 控訴理由書第１分冊第２の３［２５～２６頁]、原告ら第１３準備書面など 
9 控訴理由書第１分冊第２の５［４１～４８頁]など 
10 控訴理由書第１分冊第２の６［４８～５０頁]など 
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プルに対しても保障することが、同項により、当然に要請される。 

故に、本件諸規定は、法律上同性のカップルに対し現行の法律婚制度の利用

を一切認めていない点において、憲法２４条１項に違反する11。 

 

2 憲法２４条２項適合性に関する主張 

(1) 上記１のとおり、憲法２４条１項の直接適用または類推適用により婚姻の自

由の保障が法律上同性のカップル間にも及ぶのであるから、同条２項からも法

律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度の構築が要請される12。 

(2) しかし、仮に、その文言上、憲法２４条１項が法律上同性のカップルに対し

て直接適用されないとしても、そのことから直ちに、同条２項によっても法律

上同性のカップルが利用可能な婚姻制度の構築は要請されないという結論を

導くことはできない。憲法２４条１項は婚姻に対する明治民法下の制約を排す

ることを目的とした規定であって、婚姻の範囲を法律上異性のカップルに限る

ことを目的として定められた規定ではないし、「個人の尊厳」や「法の下の平

等」という基本原理を定める憲法の他の条項により法律上同性のカップルに対

する憲法上の保障が及ぶことを否定する意図も有していない。故に、これらの

基本原理を定めた憲法の他の条項からの保障が及ぶかどうかがなお問題とな

る。 

憲法２４条２項は、「配偶者の選択」を含め「婚姻及び家族」に関する法律が

憲法の基本原理である「個人の尊厳」及び「法の下の平等」に立脚して制定さ

れなければならないことを定めている。また、文言との関係でも同条１項と比

較してその適用範囲を柔軟に解しうる。よって、憲法２４条２項は上記の憲法

の他の条項に該当し、仮に、その文言上、同条１項が直接適用されない場合で

も、同条２項が直接または類推適用され、同項独自の審査が要請されることと

 
11 控訴理由書第１分冊第２の７［５０～５１頁]など 
12 控訴理由書第２分冊第３の２[６～７頁]など 
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なる13。 

(3) では、その審査基準はどうあるべきか。この点、望む相手と婚姻し、家族と

しての法的身分を形成し、ふさわしい法的効果を付与されること、国の制度に

より公的な公証を受けることは重要な人格的な利益であり、性的指向や性自認

という本人が容易に変更することができない事由によってそのような重大な

人格的利益が制約されていることなどからすれば、憲法２４条２項適合性につ

いては厳格な基準で審査すべきである14。 

(4) そして、憲法２４条２項の本来の趣旨は「婚姻の本質」を満たす関係に対し

婚姻の自由や婚姻制度の利用を保障することにあること、法律上同性のカップ

ルも「婚姻の本質」を満たす関係を築くことができること、親としての責任も

果たしうること、憲法制定後の科学的知見の変化、社会状況等の変化により、

異性愛やシスジェンダー以外の性の在り方も人の性の在り方として自然なも

のであると考えられるようになったこと、性的指向や性自認に基づく差別は許

されないという規範が法規範として確立されたこと、法律上同性のカップルも

法律上異性のカップルと同等に取り扱うべきであるという認識が一般化して

いること、婚姻制度の利用が認められないことにより法律上同性のカップルの

重要な人格的利益が制約されていること、その影響範囲は広いことなどからす

れば、法律上同性のカップルに対し婚姻制度の利用を認めないことは憲法２４

条２項の「個人の尊厳」に違反すると判断するに足りる事情は十二分に存在す

る15。 

(5) 他方、伝統的な価値観や反対意見の存在などは、法律上同性のカップルの婚

姻を認めることによって侵害される反対利益が想定されがたいことなどから

すれば、法律上同性のカップルに対し婚姻制度の利用を認めないことが憲法２

 
13 控訴理由書第２分冊第３の３[７～１４頁]、控訴人ら控訴審第５準備書面第３の１（２）

[３７～３９頁]など 
14 原告ら第３６準備書面第３の３（４）［１７～２１頁]など 
15 控訴理由書第２分冊第３の３（２）［１７～２９頁］など 
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４条２項の「個人の尊厳」に違反しないとの結論を正当化するだけの事情とは

なり得ない16。 

(6) この点、原判決は、諸外国で婚姻類似の制度として PACS や法定同棲、婚姻機

能非等価型パートナーシップ制度、婚姻機能等価型パートナーシップ制度を導

入した例があることを念頭に、婚姻制度の利用を認めるか、婚姻類似の制度に

とどめるかは国会の裁量であると述べる（同４１頁～４２頁）。しかし、オー

ストリアやドイツでは、制度間の効果の差は憲法や人権条約上の平等原則違反

だとの判決が出ている。また、オーストリアでは利用できる制度を区別するこ

と自体が平等原則に反するとの判決が出されている。これらの判決が示唆する

ように、婚姻類似の制度は、憲法２４条２項の要請する「個人の尊厳」に立脚

したものとなり得えない。よって、婚姻類似の制度では同項の要請を満たすこ

とはできない17。 

(7) さらに、婚姻制度の利用を認める場合も、利用が認められるべきは現行の法

律婚制度でなければならず、現行の法律婚制度とは別の婚姻制度であってはな

らない。現行の法律婚制度の内容は、婚姻の当事者が法律上異性の者どうしで

あることを前提とした用語について、法律上同性の者どうしも含む用語に修正

するといった技術的な手当てをしさえすれば、法律上同性のカップルにもその

ままの内容で適用可能である。それにもかかわらず、あえて法律上同性のカッ

プルは別の婚姻制度とすることは、法律上同性のカップルは法律上異性のカッ

プルと同等ではなく、劣った存在であるというレッテルを張ることになるが、

これは「個人の尊厳」から許されないからである。 

(8) したがって、憲法２４条２項は、現行の法律婚制度に法律上同性のカップル

を包摂することを要請しているのであり、法律上同性のカップルに対し現行の

 
16 控訴理由書第３分冊第３の３（２）イ［２８～２９頁]など 
17 控訴理由書第２分冊第３の４[３０～３９頁]など 
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法律婚制度の利用を認めない本件諸規定は憲法２４条２項に違反する18。 

 

3 憲法１４条１項適合性に関する主張 

(1) 憲法は、個人の尊厳の見地から国家に平等に扱われること自体に独自の価値

があるとの認識に立って憲法１４条を定めた。身分制度の否定はこの平等原則

の出発点であって、もっとも基本的な要請である。 

ところが、本件諸規定の下では、法律上異性のカップルは婚姻することがで

き、それによる利益を当然に享受しているのに対し、法律上同性のカップルは

それができず、かかる利益を剥奪されている（「本件別異取扱い」）。 

重要な法的地位を確立するとともに重要な法的効果を伴い、国民の中に尊重

する意識が幅広く浸透している婚姻制度から同性愛者やトランスジェンダー

等の性的少数者を門前払いするこのような別異取扱いを、自由と平等と個人の

尊重を基本価値とする憲法が許すのか。それはさまざまな不利益を課すという

だけでなく、人を変更困難な人格的属性によって劣位に固定するに等しく、平

等原則の出発点において否定した身分制度と変わらないのではないか。 

憲法１４条１項適合性において問われているのは、まさにこの点である19。 

(2) この点、原判決は、憲法１４条１項適合性審査において 「本件諸規定は、同

性カップル等と異性カップルとの間で、性自認及び性的指向に基づく区別取扱

い…をしている」（同３４頁）と認めながらも、極めてあっさりと本件別異取

扱いは憲法１４条１項に違反しないと結論付けた。しかし、原判決が述べる理

由はいずれも本件別異取扱いの合理性を基礎づけない。 

(3) 原判決は、憲法１４条１項に違反しない理由として、「憲法２４条１項は、（少

なくとも現段階において）異性カップルの婚姻（の自由）のみを保障している

 
18 控訴理由書第２分冊第３の５[３９～５０頁]、控訴人ら控訴審第５準備書面第３の２[３

９～４５頁]など 
19 控訴理由書第３分冊第４の１（１）［４～５頁]など 
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と解される以上、それにしたがった区別的取扱いが、同じ法規内の別の条項で

ある憲法１４条１項に反すると解することはできない」ことを挙げる（同３５

頁）。 

しかし、前述のとおり、憲法２４条１項は憲法上婚姻の保障が及ぶ対象を法

律上異性のカップルに限定することを意図した規定ではなく、「個人の尊厳」、

「法の下の平等」という基本原理を定める憲法１４条１項などによる複線的な

保障が及ぶことを否定していない。 

そして、原判決も認めるとおり、性自認及び性的指向は自らの意思によって

変更することは困難である （同４頁）とともに、法律上同性のカップルにとっ

ても、 「婚姻の本質を享受することは、重要な人格的利益」（同３９頁）である。

しかるに、そのような性的指向や性自認のゆえに、本件別異取扱いにより「同

性カップル等に係る重要な人格的利益を享受することに対する大きな障害」

（同頁）と原判決が評価する事態が生じている。 

このように、本件では、重要な人格的利益について、本人による選択又は変

更が困難な属性による別異取扱いが問題となっているのであるから、憲法１４

条１項適合性が厳しく問われるのは当然であり、憲法２４条が適用されるか否

かにかかわらず、本件別異取扱いには憲法１４条１項違反の問題が生じる20。 

(4) 原判決は、憲法１４条１項に違反しない理由として、そのほかに、 「伝統的な

婚姻のとらえ方が、なお、相当程度あること」を挙げる（同３５頁）。しかし、

法律上同性のカップルの婚姻を認めることによって侵害される反対利益が想

定されがたいことなどからすれば、「伝統的な婚姻のとらえ方」などは本件別

異取扱いを正当化する合理的根拠になり得ない21。 

(5) では、どのような審査がなされるべきであったか。 

 
20 控訴理由書第３分冊第４の１、同２［４～１２頁］、控訴人ら控訴審第５準備書面第４の

２[４６～４９頁]など 
21 控訴理由書第３分冊第４の３[１２～１７頁]、控訴人ら控訴審第５準備書面第４の４[６

０～７１頁]など 
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まず、本件別異取扱いが性的指向及び性自認や法律上の性別という自己の意

思によって容易に選択・変更のできない要素に基づいてなされていること、こ

れらは憲法１４条１項後段列挙事由に該当することを踏まえた審査がなされ

なければならない22。 

(6) さらに、本件別異取扱いによって法律上同性のカップルに生じている不利益

の重大性を正確に踏まえなければならない。 

法律上同性のカップルは、婚姻制度を利用できないために、パートナーとの

関係性を正当なものとして承認されず、社会を構成する「家族」として扱われ

ない。身分関係の公証やそれに応じた法的地位が法律上同性のカップルに与え

られないということは、すなわち、法律上同性のカップルが、婚姻した法律上

異性のカップルと同等の社会的承認（国が認めた「正当な関係性」であるとの

社会的承認）を得られないことを意味し、それ自体が重大な不利益である。 

また、上述した「配偶者」や「家族」としての法的地位は、例えば民法にお

ける配偶者の相続権や遺留分、税法における配偶者控除を始めとした重要な法

令上の権利・利益とも紐づいており、法律上同性のカップルは法律婚からの排

除によってこれらの権利・利益を享受することができずにいる。 

更に、社会生活上も、例えば医療関係の診療情報の提供や手術の同意など、

法的な意味での「配偶者」や「家族」でないことに伴って法律上異性のカップ

ルと異なる取扱いがなされている。 

このように、法律上同性のカップルは婚姻制度を利用できないことにより

様々な不利益を被っており、その程度は極めて深刻である23。 

(7) 加えて、現行憲法制定以降の社会状況等の変化に伴い性的指向及び性自認に

関する認識が根本的に変化し、異性愛やシスジェンダー以外の性の在り方も人

の性の在り方として自然なものであると考えられるようになったこと、さらに

 
22 控訴理由書第３分冊第４の４［１７～２０頁］など 
23 控訴理由書第３分冊第４の５[２０～２４頁]、控訴人ら控訴審第３準備書面など 
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進んで、性的指向及び性自認に基づく差別があってはならないとの規範が国内

でも確立し、婚姻制度や家族制度に関しても法律上同性のカップルも法律上異

性のカップルと同等に取り扱うべきであるという認識が一般化していること

といった事情が存在する24。 

(8) 以上に鑑みれば、本件別異取扱いに合理的根拠を見出す余地はない25。 

(9) そして、 「婚姻の本質」を満たす関係を築くことができ、親としての責任も果

たしうるという点において、法律上異性のカップルと法律上同性のカップルと

の間に本質的な差異がなく、法律上同性のカップルは法律上異性のカップルと

同等に社会的に尊重されなければならないこと、個別の規定の適用において支

障はないことなど鑑みれば、本件別異取扱いの憲法１４条１項違反の状態を解

消するにあたっては、同項の要請として現行の法律婚制度への包摂が求められ

る26。 

(10) よって、法律上同性のカップルに対し現行の法律婚制度の利用を認めない

本件諸規定は憲法１４条１項に違反する27。 

 

第4 従たる主張 

1 従たる主張１ 

仮に、法律上同性のカップルに対し現行の法律婚制度の利用を認めていない点

において、本件諸規定が憲法２４条１項、２項及び１４条１項に違反しているとま

では言えないとしても、憲法２４条１項は、現時点において、法律上同性のカップ

ルに対し婚姻の自由を保障している。また、憲法２４条２項は、同条１項が法律上

同性のカップルに対し適用されるか否かにかかわらず、法律上同性のカップルが

利用可能な婚姻制度の構築を要請している。 

 
24 控訴理由書第３分冊第４の６［２４頁］など 
25 控訴理由書第３分冊第４の７[２４～２５頁]など 
26 控訴理由書第３分冊第４の８［２５～２９頁］ 
27 控訴理由書第３分冊第４の９［２９頁］ 
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さらに、 「婚姻の本質」を満たすという点や親としての責任も果たしうる点にお

いて法律上異性のカップルと本質的な違いがないにもかかわらず、法律上異性の

カップルに対してのみ婚姻制度の利用を認め、法律上同性のカップルに対しては

これを認めないという別異取扱いに憲法１４条１項の観点から合理性は認められ

ない。 

したがって、法律上同性のカップルに対し、現行の法律婚制度を含む婚姻制度の

利用を認めない本件諸規定、または婚姻制度の利用を保障する立法の不存在は、憲

法２４条１項、同２項及び憲法１４条１項に違反する28。 

 

2 従たる主張２ 

仮に婚姻制度の利用までは保障していないとしても、憲法２４条１項及び２項

は、法律上同性のカップルに対し婚姻制度を含む家族制度の利用を保障し、立法府

に対し制度の構築を義務付けている29。 

また、法律上異性のカップルに対してのみ家族制度の利用を認め、法律上同性の

カップルに対してはこれを認めないという別異取扱いに憲法１４条１項の観点か

ら合理性は認められない30。 

したがって、法律上同性のカップルに対し、現行の法律婚制度を含む家族制度の

利用を認めない本件諸規定、または家族制度の利用を保障する立法の不存在は憲

法２４条１項、同２項及び憲法１４条１項に違反する31。 

 

第5 控訴人らの国家賠償法上の主張 

1 違憲の明白性について 

 
28 控訴理由書第３分冊第５の１[３０頁]、控訴人ら控訴審第４準備書面など 
29 原告ら第３５準備書面、原告ら第３６準備書面など 
30 原告ら第３６準備書面など 
31 控訴理由書第３分冊第５の２[３０頁]、控訴人ら控訴審第４準備書面など 
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(1) 国会にとって何が明白であるべきか32 

いわゆる違憲の明白性の要件に関しては、“憲法上保障・保護されている権

利利益が合理的な理由なく制約されていること”や“憲法上保障・保護されて

いる権利利益の行使の機会を確保するための何らかの立法措置をとることが必

要不可欠であること”が国会にとって明白であれば足り、最高裁が判断を示し

ていないことなどは違憲の明白性を否定する理由とならない。 

本件では、法律上同性のカップルが婚姻できず、家族としての法的保障が何

らない状態に置かれていることにより“婚姻や家族の形成と結びついた重要な

人格的利益が合理的な理由なく制約されていること”や“当該状況を是正する

ために何らかの立法措置をとることが必要不可欠であること”が国会にとって

明白であれば、違憲の明白性の要件が満たされる。 

 

(2) 国会に本件憲法違反33の存在が明白になった時期 

遅くとも下記の各時点において、本件憲法違反が存在することは国会にとっ

て明白となっていた。 

① ２００８年34 

１９９７年の府中青年の家東京高裁判決に始まり、２００８年１２月の「性

的指向および性自認に関する宣言」（甲Ａ２７９の１、同２）の採択に至るま

での間の一連の出来事35に示されるように、国会は、遅くとも２００８年まで

に、国内法上も、国際法上も、性的指向及び性自認に基づく権利利益の制約や

それらを理由とする差別が許されないことを明確に認識していた。 

そして、２０００年には法律上同性のカップルの婚姻を認める国が登場し、

 
32 控訴審第６準備書面第２の１[６～１０頁]、第３の１[１２～１４頁]など 
33 本件諸規定が憲法２４条１項及び２項並びに憲法１４条１項に違反していることなど控訴

理由書第１分冊、同第２分冊及び同第３分冊で述べた憲法違反をいう（控訴人ら控訴審第６

準備書面[４頁]参照） 
34 控訴理由書第４分冊第６の３（３）イ（ア）[１０～１２頁]など 
35 控訴理由書第４分冊第６の３（２）[５～１０頁]参照 
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同年までに５か国が同制度を導入していたこと（甲Ａ４４７）、登録パートナ

ーシップ制度などを導入する国も少なくとも１１か国に上っていたこと（甲

Ａ１０３、甲Ａ５７０、甲Ａ５７１、甲Ａ５７２）などを併せ考えれば、２０

０８年には、国会にとって本件憲法違反は明白であった。 

 

② ２０１９年６月36 

２０１５年６月に米国連邦最高裁判所が同性間の婚姻を禁ずる州法等は合

衆国憲法に違反する旨の判決を下したことを皮切りに、諸外国では、法律上同

性のカップルの婚姻を認めない法令を憲法違反とする司法判断が続き、法律

上同性のカップルの婚姻制度への包摂の動きがさらに拡がった。２０１７年

１１月の第３回普遍的定期審査では、日本は、二か国から国レベルで法律上同

性のカップルの婚姻を承認することを明示的に勧告された。 

国内でも、２０１５年の渋谷区・世田谷区を皮切りに地方自治体によるパー

トナーシップ制度の制定が拡がりをみせるようになった。また、２０１８年１

０月には、児童相談所がある６９の自治体のすべておいて、法律上同性のカッ

プルも養育里親としての認定を受けられることとなるなどの動きもあった。 

２０１９年２月には本訴訟関連訴訟が提起され、国会でも取り上げられた。 

そして、２０１９年６月には、憲法の基本原理である「個人の尊重」「法の

下の平等」から要請されるとの認識を前提に、野党から、法律上同性のカップ

ルの婚姻を可能とするための民法の改正法案が国会に提出された。 

したがって、２０１９年６月には、国会にとって本件憲法違反は明白であっ

た。 

 

 
36 控訴理由書第４分冊第６の３（３）イ（イ）[１２～１３頁]、控訴人ら控訴審第６準備書

面第３の２（１）[１６～１７頁]など 
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③ ２０２３年６月37 

国内の司法における判断についてみれば、２０２１年３月に本訴訟関連訴

訟に関し札幌地裁が憲法１４条１項違反との判断を示したことを皮切りに、

２０２３年６月までに、本訴訟関連訴訟において違憲、違憲状態との判断が東

京地裁、名古屋地裁、福岡地裁によって出された。国会でもこれらの判決が取

り上げられ、いわゆる同性婚の法制化は人権の問題であり、これらの判決によ

って指摘された違憲の状態を是正する責務を国会は負うとの認識が、野党の

他与党の公明党にも共有されるようになった。 

国際的な観点からも、２０２２年１１月、日本も批准する自由権規約に基づ

き、日本は、自由権規約委員会から、法律上同性のカップルの法律婚へのアク

セスを認めるよう明示的に勧告され、法律上同性のカップルに法律婚を認め

ていない点について、明確に自由権規約に違反する旨を指摘された。 

そして、２０２３年６月には、他ならぬ立法府によっていわゆるＬＧＢＴ理

解増進法が制定され、日本の法体系上、性的指向やジェンダーアイデンティテ

ィに基づく差別が許されないこと、何よりも、性的少数者がかけがえのない個

人として尊重されることが明確化された。 

このような動向に鑑みれば、福岡地裁の判決が出た２０２３年６月には、国

会にとって本件憲法違反は明白であった。 

 

④ 本件の口頭弁論終結までの一定の時点38 

日本国内の司法の動向としては、２０２４年３月の札幌高裁判決を皮切り

に、本訴訟第３回期日までに５件連続で、本訴訟関連訴訟の高裁判決において

明快な憲法違反の判断が積み重なった。その内容も法律上同性のカップルに

 
37 控訴理由書第４分冊第６の３（３）イ（ウ）[１３～１４頁]、控訴人ら控訴審第６準備書

面第３の２（２）[１７～２２頁]など 
38 控訴人ら控訴審第６準備書面第３の２（３）[２２～２６頁]など 
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対し現行の法律婚制度の利用を認めない限り、本件は解決しないことを指摘

するなど、地裁段階よりも踏み込んだ内容となっている。 

また、２０２３年１０月、性同一性障害者の性別の取扱いの特例法に関する

法律３条１項４号のいわゆる生殖不能要件を憲法１３条に違反するとする最

高裁大法廷の決定が下され、性自認や性的指向は個人の人格的存在と結びつ

いた重要な法的利益であり、これを合理的な理由なく制約することは憲法に

違反することが判例上明確化された。さらに、２０２４年３月、いわゆる犯罪

被害者給付金訴訟に関して最高裁判決が下され、法律上同性のカップルも法

律上異性のカップルも、婚姻をした法律上異性のカップルと同様の関係を構

築しうるとの判断が示された。 

そして、立法府においても、国内外の動向や司法判断の蓄積を踏まえ、いわ

ゆる 「同性婚」の法制化は人権の問題であり、判決で指摘された違憲状態を是

正する責任は国会にあるという認識がより広く共有され、与党自民党の議員

の中にも石破総理大臣のように有力な議員が個人的な見解として同様の認識

を公にするようになっている39。 

このように、本件では、２０２３年６月以降も、本件憲法違反が国会にとっ

て明白であることを基礎づける事実が断続的に生じており、これらの事実が

積み重なることにより、本件憲法違反の明白性がより増している。このような

事情に鑑みれば、どれだけ遅くとも、本件の口頭弁論終結までの一定の時点40

において、本件憲法違反が国会にとって明白となったというべきである。 

 

2 長期間の懈怠について41 

どの程度の期間が「長期間」と評価されるかは、合理的な理由なく制約されてい

 
39 控訴人ら控訴審第１準備書面、同控訴審第６準備書面、同控訴審第７準備書面など 
40 例えば、東京高裁判決（一次）（甲Ａ７１０）の言渡し時（２０２４年１０月３０日 
41 控訴理由書第４分冊第６の３（４）[１４～１８頁]、控訴人ら控訴審第６準備書面第２の

２［１１～１２頁］、同第４[２６～３０頁]など 
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る憲法上の権利・利益の性質・重大性、法改正をすることの技術的な容易性、法改

正を困難にするような特殊な事情の存在、どれだけ建設的かつ実質的な議論を国

会が続けてきたかといった諸事情を考慮したうえで、必要かつ合理的な期間を超

えているか否かにより決定されるべきである。 

この点、本訴訟関連訴訟の各判決が違憲と指摘する状態により、自己の性自認及

び性的指向に即した生活を送るという重要な人格的利益を剥奪されるという重大

な権利・利益の侵害が生じていること（原判決４１頁）、その影響範囲が広いこと、

婚姻を望む法律上同性のカップルには高齢の者や病気を抱える者もいることから

すれば、喫給の課題としての取組みが求められる。 

他方、かかる憲法違反の状況を是正するにあたっての立法技術的な困難や、法改

正を困難にする特殊な事情が存在しない。法案も野党から少なくとも２度にわた

って提出されている。それにもかかわらず、政府与党が何ら合理的な理由なく対応

を拒み、野党提出の法案も審議にすら入らず廃案を繰り返している。その結果、国

会では本件憲法違反を是正するための手段の建設的かつ実質的な検討に入ること

すらされない状況が続いており、近い将来そのような状況が改善される見込みも

ない。 

これらの事情を総合考慮すれば、本件においては、どれ程遅くとも本訴訟の口頭

弁論終結時では、立法府に許容された合理的期間を越えており、長期間の懈怠が認

められる。 

 

3 まとめ42 

以上の次第であるから、本件に関し、国会議員が本件諸規定の改廃をはじめとし

て本件憲法違反を是正するために必要な立法行為を行っていないという、本件立

法不作為は、国家賠償法１条１項の適用上、違法の評価を受ける。 

 
42 控訴理由書第４分冊第６の４[１８～１９頁]など 
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よって、被控訴人に対し、国家賠償法１条１項に基づき、控訴人らそれぞれにつ

き金１００万円及びこれに対する訴状送達の日から支払済みまで民法所定の年５

分の割合による遅延損害金の支払いを命じる旨の判決が下されなければならない。 

以上 

 


